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研究成果の概要（和文）： 本研究では，まず，災害時に医療を継続するために果たすべき機能を明らかにし
た．そして，機能の達成に関する組織を特定し，両者の対応関係を示す機能組織構造関係表を作成した．次に，
これを活用し，地域単位での災害時医療継続マネジメントシステム（以下，地域BCMS）を構築する上で必要な教
育項目を明らかにし，一覧表に整理した．一覧表の有効性を示すために，対象地域の関連組織で教育の一部を実
施した．その結果，災害演習の行動変容を促す効果的な教育を実施できることを確認した．

研究成果の概要（英文）： In this study, we first clarified the functions that ensure continued 
healthcare services in a disaster. In addition, we created a matrix of the functions and related 
organizations needed to fulfill the functions. Based on the matrix, this study clarified educational
 content to establish an Area Business Continuity Management System for disaster medicine. The 
results have been presented in an easy-to-read table. Furthermore, we conducted education and 
training using the proposed table to verify its validity. As a result, it could be concluded that 
education implemented using the proposed table can enhance the effectiveness of disaster medicine 
exercises.

研究分野：品質マネジメントシステム
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究により，関連組織に対して教育すべき項目が明確になるため，対象地域で地域BCMSを効果的，効率的に
実施でき，地域BCMSを導入・推進するための体制整備につながる．また，本研究では，教育項目一覧表を示した
だけでなく，実際に対象地域においてケーススタディとして教育を実施した結果も提示しているため，他の地域
でも広く活用できる成果を提案できたといえる．地域BCMSの導入により，防災に関する活動の継続性が格段に向
上し，安全・安心な社会の実現に大きく貢献できると考えられる．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
自然災害の多い我が国では，災害時の事業継続性の向上が喫緊の課題である．一例として，
社会インフラである医療が機能しなければ，周辺地域へ多大な影響を与えることは過去の災害
経験からも明らかである．事業の継続性を高める方策として，事業継続計画 (Business 
Continuity Plan：以下 BCP)の策定，また BCPを管理するための事業継続マネジメントシス
テム(Business Continuity Management System：以下 BCMS)の構築が提唱されている．
BCMSに関しては，ISO22301が発行されており，単一の企業等の事業継続性を高める方法と
して一定の成果をあげている． 
一方，災害時の医療には，通常診療業務の継続だけでなく，多数傷病者への治療などの災害
医療業務の運用も行うという，一般的な企業の事業継続性にはない特徴がある．また，災害医
療業務は時々刻々とニーズが変化し，かつ緊急性が高い．この特徴に対応し，災害時に医療を
継続するには，単一組織における BCP の策定だけでは不十分であり，関連組織の連携，協力
等により地域で医療を継続することが不可欠である．これを体系的に実施するには，災害時の
医療継続に向けた地域単位での BCP/BCMS(以下，地域 BCP/地域 BCMS)の構築がなされなけ
ればならない． 
研究代表者らは，従来研究[1]で川口市周辺地域を対象に地域 BCMS モデルの基盤を開発し
た．その成果のひとつとして，大地震発生直後に医療を継続するために，病院，自治体，医師
会，企業といった関連組織が地域的な連携で果たすべき機能を明確にした．しかし，従来研究
では発生から 3日間程度の機能しか示していない．災害時は時々刻々と医療ニーズが変化する
ため，果たすべき機能も変化する．したがって，時間軸の拡張が求められる． 
また，現状では明確にした機能を体系的に達成するための地域 BCMS の実装には至ってい
ない．実装には，各組織の負担分担の合意形成，組織間の連携内容の決定，協力関係の構築の
他，関連組織の職員への地域 BCMS の意義，機能，連携方法の教育を行う必要がある．しか
し，現状では地域 BCMSを導入・推進するために教育すべき内容(以下，教育項目)が整理され
ておらず，体系的な教育を実施できていない． 
[1] Chisato Kajihara et al.:“A matrix of the functions and organizations that ensure 
continued healthcare services in a disaster.” Quality Innovation Prosperity Vol.20, No.2, 
pp.145-156，2016年 
 
２．研究の目的 
本研究では，地域 BCMS を導入・推進するための教育項目を導出することを目的とする．
まず，時間軸を拡張して従来研究の機能の変化を分析し，機能が大きく変わる段階で区分(以下，
フェーズ)を分け，フェーズ毎に機能を精緻化する．本来，BCMS は様々なリスクに対して有
効であるべきであるが，まずは大地震を想定して分析する．次に，精緻化した機能を基盤とし
て，教育項目を導出する．ここでいう基盤とは，教育項目を導出する際の基本的考え方や根拠
のことを指し，これに基づいて検討することで，機能から演繹的に教育項目を導出でき，必要
項目の抜け漏れを防止する利点がある．さらに，対象地域の関連組織で導出した教育の一部を
実施し，その有効性を検証する． 
 
３．研究の方法 
 本研究では，次の 3つの事項を実施する． 
(1) 教育項目を導出する基盤となる，災害時に医療を継続するために果たすべき機能の精緻化 
(2) (1)を基盤として，地域 BCMSの導入・推進に必要な教育項目の導出 
(3) 対象地域の関連組織で導出した教育の一部を実施し，その有効性を検証 
 (1)では，過去の災害記録の調査等により，災害時の医療ニーズと関連組織が地域的な連携で
果たすべき機能を抽出し，それらの時系列的な変化を分析して，フェーズ毎に機能を整理する．
また，従来研究[1]では，機能の達成に関連する組織を特定し，機能組織構造関係表(以下，関
係表)を作成した．これは，各機能を果たす組織を特定し，その対応関係を○等の印を用いてマ
トリクス形式で記した表である．なお，複数組織の連携により達成される機能に対しては，組
織の連携のあり方(指示命令，他組織への要請等)がわかるように，対応関係を示す印を変える．
本研究では，機能を追加したことで，従来研究で列挙した組織以外の組織を追加すべきか分析
し，各フェーズの関係表を作成する． 
 (2)では，研究代表者の従来研究[2]の方法を適用し，地域 BCMSの運用に必要な能力を導出
する．次に，各フェーズの関係表を活用し，各能力，機能に対して必要な項目を分析して，各
フェーズで果たすべき機能の変化に紐付けて教育項目を導出する．この分析結果を活用して，
フェーズ，機能，教育項目の対応関係がわかるように整理し，教育項目一覧表を作成する． 
 (3)では，川口市周辺地域を対象として，導出した教育の一部を関連組織で実施する．教育の
講師は，研究代表者等の大学研究者と川口市周辺地域で医療の中心的立場である川口市立医療
センターの職員が担う．教育実施後にアンケート調査を行い，受講者の教育に対する満足度，
理解度を確認する．また，教育後に災害対策本部演習を実施し，受講者の行動を観察すること
で，教育の受講により行動が変化したかどうか(以下，行動変容度)を測定する． 
[2]梶原千里ら，“医療安全教育項目一覧表の提案”，品質，査読有，42,[3],106-117，2012年 
 



４．研究成果 
(1) 組織構造関係表の導出 
①関連組織が地域的な連携で果たすべき機能の導出 
 フェーズを分ける目的は，どのような状況のときに(いつ)，何を行うべきかを明らかにする
ことである．この目的を達成するために，明らかにしなくてはならない事項を検討した．その
結果，「提供すべき医療業務とその提供順」，「医療業務の提供開始基準(タイミング)」，「医療業
務を提供するために実施すべき支援業務」，「医療業務と支援業務の効率的な実施のために前フ
ェーズで事前に準備すべきこと」の 4つを明確にする必要があると判断した．このうち，2つ
目のタイミング以外は災害が発生した際に行う業務であり，関連組織が地域的な連携で果たす
べき機能にあたる．本研究では，a)医療業務，b)支援業務，c)事前準備業務の 3つの観点から，
機能を検討することにした． 
 大地震発生を想定して，a)～c)から具体的な機能を検討した．まず，複数の自治体の地域防
災計画，東日本大震災といった過去の災害記録から，a)を抽出した．次に，a)の各機能を行う
ために必要となる支援業務を，人，医薬品・物品，施設・ライフライン，業務環境，財務基盤，
支援体制の 6つから検討した．さらに，過去の災害記録を参考に，どのような準備が施されて
いると，a)，b)の各機能を実行しやすくなるかということを考察し，検討した． 
 次に，フェーズの分け方を検討した．b)，c)は a)に基づいて決定される．したがって，a)を
提供するタイミングを検討し，それをもとにフェーズを分けることにした．タイミングは発災
からの経過時間でなく，「対象地域で多数傷病者が発生し，医療機関へ患者搬送が始まる」とい
うように，地域の状態で表現した．地域の状態がおおよそ同じときに提供される医療業務が，
同じフェーズに含まれるようにフェーズを分けた結果，7フェーズとなった． 
 
②機能の達成に関わる組織の列挙 
 (1)①で検討した機能の達成に関わる組織を列挙するため，川口市地域防災計画を調査し，各
機能に該当する箇所を探し，その担当組織をひとつずつ抽出した．しかし，列挙した機能すべ
てが川口市地域防災計画に記載されているわけではない．その場合は，過去の大震災(阪神・淡
路，東日本，熊本)で，各機能をどの組織が担ったかを調査した． 
その結果，自治体(市，県)，医療機関，市内医・薬剤師会，薬局，災害支援チーム，警察，
協力企業，住民といった 19の組織を列挙できた． 
 
③機能組織構造関係表の作成 
 (1)①の各フェーズの機能を縦軸，(1)②の組織を横軸に置き，各機能の達成に関わる組織に○
等の印を用いてマトリクス形式で記した，関係表を作成した．関係表はフェーズごとに作成し
た．組織間の連携には，様々な種類がある．そこで，連携の種類により，対応関係を示す印を
変えた．具体的には，主担当を◎，指揮命令系統を□(from)，■(to)，情報連絡系統を△(from)，
▲(to)，要請系統を○(from)，●(to)，医療者の動きを▽(from)，▼(to)，物資の動きを☆(from)，
★(to)とした．表 1に，川口市のフェーズ 3の関係表の一部を示す． 
 

表 1 フェーズ 3の組織機能構造関係表（一部） 

 
 表 3より，担当組織とその連携のあり方がわかる．また，組織ごとに機能を確認することで，
各組織が地域の中でどのような位置づけであるかを把握することも可能となる． 
 
(2) 地域 BCMS の導入・推進に必要な教育項目の導出 
①地域 BCMS-H の特徴の検討 
 梶原ら[2]の研究を適用し，必要な能力と教育項目を検討しようとしたが，地域 BCMS は地
域の関連組織を対象範囲とするなど，梶原らが対象とした医療安全マネジメントシステムとは
異なる特徴を有する．そこで，医療安全マネジメントシステムと比較して，対象範囲，要素機
能，体制から地域 BCMSの特徴を検討した．表 2に示す． 
 
 

薬局

援助
第一部

援助
第二部

機能 具体的に行うべきこと 福祉班
保健
衛生班

庶務
情報班 医療班

川口市災害医療
コーディネーター
※川口市の統括
DMAT隊員が
なるとよい

医療
センター 済生会

市内災害拠点病院・救急医療機関の
被害状況，傷病者受け入れ可否の確認

△ △ ▲ ▲

市内診療所の被害状況の確認 △
市内薬局の被害状況の確認
負傷者数の把握 △ △
医療施設，救護所等への交通状況の把握
地区ごとの医療ニーズの把握 △ △
市が収集した情報を医療コーディネーターへ
提供
救護所の設置場所の確定
応急的な医療救護所の運営
一次トリアージの実施
（搬送患者と搬送順序の決定）

◎

応急処置の実施 ◎
助産救護 ◎
死亡の確認 ◎
死体の検案 ◎
トリアージポストの運営 ◎ ◎
入院が必要な患者に対する
処置，治療の実施

◎ ◎

・・・

a-3-1)
医療機関，救護所
での負傷者の
処置，対応

a-3-1)-(1) 情報収集

a-3-1)-(2) 救護所等における
医療救護活動の実施

a-3-1)-(3)
災害拠点病院での
処置，治療の実施

医療部

機能を果たすために実施すべき事項

川口市
薬剤師会

市内
薬局
DMAT
本部

DMAT
等各種
チーム

対策
本部長

援助・文教担当 医療担当 市内
災害拠点病院

川口市
医師会・
歯科
医師会

フェーズ3 川口市 医療機関 市内医師会等 災害支援チーム



表 2 地域 BCMSの特徴       
 表 2のように，8つの特徴
を導出できた．この特徴を考
慮して，「ステップ 1：基盤
の設定」，「ステップ 2：項目
の階層，導出観点の検討」，
「ステップ 3：項目の導出」
に沿って項目の導出を行い，
教育項目一覧表を提案することにした． 
 
②基盤の設定 
 基盤のひとつとして，(1)で導出した関係表を選定した．しかし，関係表は災害が発生したあ
との活動(以下，災害対応活動)しか示していない．地域 BCMSを構築するには，対象地域の被
害を想定し，予め地域 BCP を立案するといったマネジメントシステムの構築・管理に関する
活動(以下，MS運営活動)も行わなくてはならない．そこでMS運営活動に関しては，Munechika 
et al.[3]の ADRMS-Hモデル(Area Disaster Resilience Management System for Healthcare)
を基盤とすることにした． 
[3] Munechika Masahiko et al. (2015): “Development of an Area Disaster Resilience 
Management System Model for Healthcare”, 5th International Conference on Building 
Resilience 
 
③項目の階層，導出観点の検討 
項目を体系的に導出するために，項目の階層構造を明確にした．一般に地域は複数のマネジ
メントシステム(以下，MS)を有しているため，他のMSと整合性を取れることが望ましいと考
えられる．そこで，(a)MS一般に共通，という階層を最上位に設け，他のMSと項目の構造を
共通化することにした．次に，ADRMS-Hの導入・推進において重要な項目は明示するべきと
考えられる．そこで，(b)ADRMS-H一般に共通，という階層を設けることにした．さらに，災
害時の医療ニーズや保有する資源の違いを背景に，災害対応活動の内容は個々の地域で異なる
ため，地域特有の教育内容が存在する．そこで，(c)個々の地域の ADRMS-H に特有，という
階層を設けることにした．以上より，階層(a)，(b)，(c)の三段階層で項目を導出することにし
た．なお，本研究では，階層(a)，(b)，(c)の項目を，それぞれ一次項目，二次項目，三次項目
と定義する． 
次に，設定した階層ごとに導出観点を検討した．まず， (a)であるが，Total Quality 

Management (TQM)の構成要素は，基本概念，MS，手法，運用技術であり，これらはMS一
般に共通する．したがって，これらの構成要素を確立するために職員が身につけるべき知識・
技能は，MS に一般に共通すると考えられる．そこで，梶原らの方法を参考に，7 つの職員が
身につけるべき知識・技能を検討し，これを導出観点として，一次項目を検討することにした． 
続いて(b)であるが，ADRMS-H の導入・推進において重要な項目を導出するためには，

ADRMS-Hの特徴を考慮する必要がある．そこで，表 2の特徴を導出観点とし，一次項目に特
徴のいずれかを反映することで，二次項目を導出する． 
最後に(c)であるが，各地域における ADRMS-H の活動は，各自治体のガイドラインや事例
集により整理されている．そこで，二次項目に対して，これらの文献調査を行い，地域固有の
ツールや実施方法などを明らかにして，三次項目を導出する． 
 
④項目の導出，フェーズとの対応付け 
 (2)③の項目の階層，導出観点をもとに，教育項目を検討した．その結果，例えば一次項目と
して「傷病者への対応」，その二次項目として「傷病者への処置」，「傷病者対応体制の構築・運
営」などを明らかにした．さらに，文献調査を行い，例えば二次項目「傷病者対応体制の構築・
運営」の三次項目として「救護所の運営方法」などを導出した．その結果，35 個の一次項目，
96個の二次項目，530個の三次項目を明らかにすることができた． 
 さらに，フェーズとの対応関係がわかるように，三次項目と各フェーズの機能を対応付けた．
なお，ADRMS-Hモデルに示されている活動は事前に行われるため，これを基盤として導出し
た教育項目もフェーズとは対応付けていない． 
 以上より，導出した地域 BCMS教育項目一覧表の一部を表 3に示す．“●”は，項目に対応
付くフェーズを示している． 
 
(3) 対象地域の関連組織で導出した教育の一部を実施し，その有効性を検証 
 表 3の教育項目一覧表を用いて有効な教育が可能なことを確認するため，川口市立医療セン
ターで災害対策本部演習を実施した．医療センターでは，中長期目標を「災害発生時，医療を
継続するために，災害対策本部員として適切な情報把握と判断，指示出しができる」として，
毎年，災害対策本部演習を実施している．今回は，演習に参加したことのない災害対策本部要
員候補者 15名を対象者として，「現有資源の状態をもとに意思決定，対策を立案する方法を理
解する」を目標に，発災 24時間を想定した判断演習を行った． 

観点 地域BCMSの特徴
対象範囲 1.単一組織ではなく，地域の医療関連組織を対象としている

2.演習を評価に用いる
3.災害時に平時と異なる活動を行う
4.医療ニーズの変化にともない活動が変化する
5.関連組織ごとに役割が異なる
6.平時に連携しない組織と災害時にヒト・モノ・情報をやりとりする
7.平時と異なる体制で災害対応を行う
8.医療ニーズの変化にともない体制が変化する

要素機能

体制



表 3 地域 BCMS教育項目一覧表（一部） 

 
 そこで，表 3をもとに演習で教育する内容を検討した．具体的には，フェーズ 4(他県から災
害支援チームが到着し，他地域への患者搬送が行われつつある段階)に対応付く項目を抽出し，
医療者と議論を行いながら，演習目標に合致する項目を選択した．そして，演習の事前教育，
演習内講義において，その内容を教育した． 
 上記の教育効果を確認するために，行動変容度の一指標である演習目標の達成度を評価した．
今回の演習では，対象者に，発災 24時間の資源の状況をもとに，課題への対応を決めさせた．
そこで，各課題に対して考慮すべき資源を設定し，対象者の各チームが，適切な資源に着目し
て判断したかを評価した．判断根拠に考慮すべき資源がすべて含まれている場合は“○”，一部
しか含まれていない場合は“△”，含まれていない場合は“×”とした．結果を表 4に示す． 
 
 表 4より，ほとんどのチームが適切な資源を    表 4 課題に対する対応の評価 
もとに判断できた．一方で，傷病者の受入の課
題では△が多くなった．この原因を考察したと
ころ，災害特有の傷病者に関する知識が不足し
ていたためであった．対象者はこの知識をすで
に習得していると想定して，項目を選択したため，教育内容として漏れてしまった．したがっ
て，対象者の事前知識を正確に把握することが，今後の課題として考えられる． 
 また，アンケート調査で教育の満足度を，知識テストで理解度をそれぞれ評価したがおおむ
ねよい結果が得られた． 
以上より，一部の課題で，十分な教育効果がみられなかったのは，事前知識の把握の不備が
原因であり，それ以外の課題では教育効果がみられたことから，表 3により効果的な教育を実
施できると考えられる． 
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